
平 成 ２７ 年 度 第 １ 回 

宇 都 宮 市 国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 

会  議  次  第 

                      日 時  平成２７年７月３０日（木） 

                           午後４時３０分～ 

                      会 場  宇都宮市役所１４階 

                           １４Ａ会議室 

 

 

１ 開  会 

 

   ⑴ 協議会の役割 ・・・資料１ 

 

   ⑵ 委員紹介 

 

   ⑶ 会長及び会長職務代理者の選出 ・・・資料２ 

 

   ⑷ 会議録署名委員の選出 

 

 

２ 市長からの諮問について 

 

 

３ 議  事 

 

   ⑴ 報告事項 

     ・報告第１号  平成２６年度国民健康保険特別会計の決算状況（見込み） 

             について 

     ・報告第２号  平成２７年度国民健康保険税の賦課状況について 

 

   ⑵ そ の 他 

 

 

４ そ の 他 

     ・平成２７年度国民健康保険運営協議会の開催予定について 

 

 

５ 閉  会 
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事 務 局 名 簿 

 

 

氏   名 役   職 

本 橋  道 正 保健福祉部長 

酒 井  典 久 保健福祉部次長 

眞 船  稔 之 保健福祉部保健福祉総務課総務担当主幹 

橋 本  一 守 保健福祉部保険年金課長        ※１ 

大 野  貴 司 保健福祉部保険年金課長補佐 

薄 井  季 之 保険年金課管理グループ係長 

西 田  真 実 保険年金課国保給付グループ係長 

髙 栖  守 能 保険年金課国保税グループ係長 

中 村  正 基 保険年金課収納グループ係長 

阿久津  孝夫 保険年金課滞納整理グループ係長 

関 本  耕 司 保険年金課管理グループ総括主査    ※２ 

小井川  雅美 保険年金課国保給付グループ総括主査 

髙 賀 茂  泉 保険年金課国保税グループ総括主査 

大 山  剛 保険年金課滞納整理グループ総括主査 

田 崎  宗 宏 保険年金課管理グループ主任主事 

鈴 木  裕 之 保健福祉部健康増進課長 

岡田  美穂子 健康増進課健康診査グループ係長 

  ※１ 書記長 

  ※２ 書記 
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協議会の役割 

 

・国民健康保険運営協議会は，国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議する

ため，市町村に設置される附属機関である。 

・国民健康保険の運営に関する重要事項について市長から諮問があったときは，審議

して答申を行う。 

・国民健康保険の運営について必要があると認めるときは，審議して市長に意見を提

出する。 

 

 

 

 

【参考】宇都宮市国民健康保険運営協議会に関する法令（抜粋）  

 

○国民健康保険法 

   第 2章 市町村 

（国民健康保険運営協議会）  

第 11条 国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議するため，市町村に国民健

康保険運営協議会を置く。  

2  前項に規定するもののほか，国民健康保険運営協議会に関して必要な事項は，政

令で定める。 

 

 

○国民健康保険法施行令 

   第１章 市町村 

（国民健康保険運営協議会の組織）  

第 3 条 国民健康保険運営協議会（第 5 条第 1 項及び附則第 1 条の 2 において「協議

会」という。）は，被保険者を代表する委員，保険医又は保険薬剤師を代表する委員

及び公益を代表する委員各同数をもって組織する。  

2  委員の定数は，条例で定める。 

（委員の任期）  

第 4条 委員の任期は，2年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間

とする。  

資料１ 
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（会長）  

第 5 条 協議会に，会長 1 人を置き，公益を代表する委員のうちから，全委員がこれ

を選挙する。  

2  会長に事故があるときは，前項の規定に準じて選挙された委員が，その職務を代

行する。 

 

 

○宇都宮市国民健康保険条例 

   第 2章 国民健康保険運営協議会 

(国民健康保険運営協議会の委員の定数) 

第 2 条 国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)の委員の定数は，次の各

号に定めるところによる。 

 (1) 被保険者を代表する委員 7人 

 (2) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 7人 

 (3) 公益を代表する委員 7人 

 (4) 被用者保険等保険者を代表する委員 3人 

(規則への委任) 

第 3条 前条に定めるもののほか，協議会に関して必要な事項は，規則で定める。 

 

 

○宇都宮市国民健康保険規則 

   第 1章 国民健康保険運営協議会 

   第 1節 諮問及び意見の提出 

(諮問) 

第 1 条 本市の国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)は，国民健康保険

の運営に関する重要事項について市長から諮問があつたときは，審議して答申しな

ければならない。 

(意見の提出) 

第 2 条 協議会は，本市国民健康保険の運営について必要があると認めるときは，審

議して市長に意見を提出することができる。 

(答申及び意見の提出方法) 

第 3条 諮問に対する答申又は意見の提出は，文書をもつてしなければならない。 
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   第 2節 会議 

(招集) 

第 4 条 協議会は，会長が招集し，会議の議長となる。ただし，協議会が設置されて

最初に行われる会議又は会長及び会長職務代理者がともに欠けた場合における会議

においては，年長の委員が臨時に会議の議長の職務を行う。 

第 5条 協議会の招集は，委員に対する告知により行う。 

2  前項の告知には，招集の日時，場所及び議題を付記しなければならない。 

第 6 条 会長及び会長職務代理者がともに欠けた場合における協議会の招集は，市長

が行う。 

(委員の欠席届) 

第 7 条 協議会に出席することができない事情がある委員は，開会時刻前に会長にそ

の旨を届け出なければならない。 

(会議の定足数) 

第 8 条 協議会は，委員定数の半数以上の委員が出席しなければ会議を開くことがで

きない。 

(表決) 

第 9 条 協議会の議事は，出席委員の過半数をもつてこれを決する。可否同数のとき

は，議長の決するところによる。 

2  前項の場合において議長は，委員として議決に加わる権利を有しない。 

(会議) 

第 10条 協議会は，市長から諮問があつたとき，その他必要があると認めるときに開

催するものとする。 

第 11条 協議会の委員 7人以上の者から会議に付議すべき事件を示して会議の招集の

請求があるときは，会長はこれを招集しなければならない。 

(関係職員等の出席) 

第 12条 協議会は，必要があると認めるときは関係職員等の出席を求めて説明又は意

見を聴くことができる。 

(会議録) 

第 13条 会長は，書記をして会議録を調整させなければならない。 

2  会議録には，すべての議事の状況を記載しなければならない。 

3  会議録には，議事のほか開会及び閉会の年月日，時間，出席委員の氏名その他議

長が必要と認める事項を記載しなければならない。 

4  会議録に署名すべき委員は，議長のほか委員 2 人とし，会議の始めに議長が会議
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に諮つてこれを定める。 

5  会議録は，会議終了後速やかに調整しなければならない。  

(準用規定) 

第14条 本章に規定するもののほか，協議会の開閉，議案の審議等の議事に関しては，

本市の議会の会議の一般の例による。 

   第 3節 会長及び会長職務代理者 

(会長及び会長職務代理者の選挙) 

第 15条 協議会の会長及び会長職務代理者の選挙は，無記名投票をもつて行い，有効

投票の最多数をもつて当選人とする。 

2  当選人を定めるに当たり得票数が同じであるときは，くじで定める。 

3  委員中異議がないときは，第 1 項の選挙に代えて指名推薦の方法を用いることが

できる。 

第 16条 会長がその職務を辞したとき，又は委員を退職したとき，その他会長が欠け

るに至つたときは，速やかに会長の選挙を行わなければならない。 

(会長等の任期) 

第 17条 会長及び会長職務代理者の任期は，委員の任期による。 

(会長の職務) 

第 18条 会長は，協議会の会務を総理し，協議会を代表する。 

   第 4節 書記 

(書記) 

第 19条 協議会に書記若干人を置き，市職員の中から市長が任命する。 

(書記の職務) 

第 20条 書記は，会長の命を受けて協議会の庶務をつかさどる。 

   第 5節 雑則 

(公印) 

第 21条 会長の公印及びその取扱いは，宇都宮市公印規則(昭和 36年規則第 38号)の

定めるところによる。 

(委員台帳の作成) 

第 22条 委員の任期，職，氏名，種別等は，宇都宮市国民健康保険運営協議会委員台

帳に登載しておかなければならない。 

(委任) 

第23条 この章に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，別に定める。 
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会長及び会長職務代理者の選出 

    

   宇都宮市国民健康保険運営協議会会長及び会長職務代理者の選出について 

 宇都宮市国民健康保険運営協議会会長及び会長職務代理者を選出する。 

 

 

 

 

（提案の理由） 

 委員の一括改選に伴い，会長及び会長職務代理者を選出するもの。 

 

 

 

【参考】国民健康保険運営協議会会長の選出方法 

  国民健康保険法施行令 

（会長） 

第５条 協議会に，会長１人を置き，公益を代表する委員のうちから，全委員がこ

れを選挙する。 

２ 会長に事故があるときは，前項の規定に準じて選挙された委員が，その職務を

代行する。 

 

  宇都宮市国民健康保険規則 

（会長及び会長職務代理者の選挙） 

第１５条 協議会の会長及び会長職務代理者の選挙は，無記名投票をもって行い，

有効投票の最多数をもって当選人とする． 

２ 当選人を定めるに当たって得票数が同じであるときは，くじで定める。 

３ 委員中異議がないときは，第１項の選挙に代えて指名推薦の方法を用いること

ができる。 

 

資料２ 



報告第１号

    平成２６年度　国民健康保険特別会計の決算状況（見込み）について

【歳　　出】

予 算 現 額（円） 決算見込額（円）
対予算現額
割　　　合

前年度決算額（円）
対前年度

決算額割合

34,833,111,000 34,011,572,737 97.6% 33,961,911,254 100.1%

医療処置，手術などの治療に要する費用のうち，被保険者の自己負担を除いた分を給付

療 養 費 467,930,000 441,969,488 94.5% 434,306,538 101.8% 被保険者がいったん全額支払った医療費を，後日申請により支給

審 査 支 払 手 数 料 104,897,000 104,896,192 100.0% 112,067,628 93.6% 診療報酬明細書（レセプト）審査及び医療費の支払業務委託料（国保連合会に委託）

移 送 費 400,000 0 0.0% 46,525 皆減

出 産 育 児 一 時 金 264,600,000 258,005,126 97.5% 272,529,590 94.7%

支 払 手 数 料 133,000 121,800 91.6% 128,730 94.6%

葬 祭 費 34,850,000 34,850,000 100.0% 35,350,000 98.6% 被保険者が死亡した場合，1人につき5万円を支給

459,000 246,422 53.7% 264,024 93.3%

40歳～64歳の国保被保険者数に応じた介護保険制度への納付金

5,350,697,000 5,350,655,906 100.0% 5,275,976,969 101.4%

385,000 183,463 47.7% 165,559 110.8% 国民健康保険給付基金の預金利子の同基金への積立金

3,000,000 0 0.0% 0 -

52,008,903,000 51,117,352,695 98.3% 50,991,405,969 100.2%
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77.0%

　【対前年比　増の主な理由】国民健康保険新業務システム開発委託料の皆増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成25年度：なし　⇒　平成26年度：124,200,000円）

136.0%

国保被保険者数に応じた後期高齢者医療制度への支援金100.6%

前期高齢者（65歳～74歳）に係る財政調整制度への納付金

被保険者が出産した場合，１人につき42万円を支給

出産育児一時金の直接支払制度（医療機関が保険者から出産育児一時金を受け取ることができる制度）に係る
手数料

総 務 費 718,554,000 694,694,943 96.7% 510,651,620

予 備 費

計

759,765,127 61.4%

保険税の還付金・還付加算金，過年度分国庫補助金等返還金　等

　【対前年比　減の主な理由】療養給付費等負担金の実績報告による精算などに伴う返還金の減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成25年度：683,652,367円　⇒　平成26年度：411,402,914円）

基 金 積 立 金

諸 支 出 金 472,825,000 466,826,214 98.7%

213,692,662 108.9%

・特定健康診査等事業費　   　　　　　185,898,122 円
　　個別健診　　　　　　　　　　受診者数     12,149人
　　集団健診　　　　　　　　  　                 14,714人
　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　          　26,863人

・健康指導費　　　　　      　　　 　　　　14,701,407 円
　　医療費通知送付（年2回）  　　　　　　  134,993件
　　後発医薬品差額通知送付（年3回） 　  27,827件
　　保健指導嘱託員報酬（1人）

　
　・健康づくり啓発活動費　　　       　　　　　619,950 円
   　 健康づくり講演会　　　　　  　参加者数　　　331人
    　パンフレット作成等

　・人間ドック・脳ドック健診料金補助金　31,430,000 円
　　　人間ドック補助　　　　　　　　　         　2,795件
　　　脳ドック補助　　　　 　　　　         　      348件
　　　　　　計　　　　　　　　　                     3,143件

　【対予算比　減の主な理由】特定健康診査の受診者数が見込みを下回ったことによる減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（見込み：28,800人　⇒　実績：26,863人）　　※前年度実績：23,678人

101.7%

共 同 事 業 拠 出 金
高額な医療費の発生に備えて，県内市町で実施している再保険制度への拠出金
　・高額医療費共同事業拠出金　　　　：　レセプト１件80万円を超える医療費を対象
　・保険財政共同安定化事業拠出金　：　レセプト１件30万円を超える医療費を対象

保 健 事 業 費 268,870,000 232,649,479 86.5%

介 護 納 付 金 3,128,038,000 3,128,037,137 100.0% 3,076,928,191

老 人 保 健 拠 出 金
旧老人保健制度への拠出金（老人保健制度は平成19年度で廃止となり，以降は医療費の精算分と事務費分を拠
出）

　【対前年比　減の主な理由】国から示される国保被保険者１人当たりの負担額の減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成25年度：79円　⇒　平成26年度：69円）

前 期 高 齢 者 納 付 金 等 5,877,000 5,697,848 97.0% 7,397,449

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 7,227,087,000 7,226,788,546 100.0% 7,184,653,114

3,427,617,641 101.4%
1か月の医療費の自己負担が限度額を超えた場合，その超えた額を支給（自己負担限度額は所得に応じて異な
り，70歳未満の一般的な世帯では80,100円）

被保険者が医師の指示により，緊急で車などを利用した場合，その費用を支給

100.1%

高 額 療 養 費 3,650,924,000 3,475,081,032 95.2%

区　　　　分 摘　　　　　　　　要

職員給与費，一般事務費，徴税費，運営協議会費等

保 険 給 付 費

療 養 給 付 費 30,309,377,000 29,696,649,099 98.0% 29,679,864,602

報告第１号 



【歳　　入】

予 算 現 額（円） 決算見込額（円）
対予算現額
割　　　合

前年度決算額（円）
対前年度

決算額割合

調 定 額（円） 収入済額（円）
収入済額のうち，
還付未済額（円）

不納欠損額（円） 収入未済額（円） 収納率（％）
前年度収
納率（％）

前年度収
納率との差

現年度分 13,321,729,006 11,468,043,021 4,605,401 14,725,400 1,843,565,986 86.05 85.64 0.41

過年度分 4,221,519,383 1,106,069,848 874,800 714,889,440 2,401,434,895 26.18 27.06 △ 0.88

合　計 17,543,248,389 12,574,112,869 5,480,201 729,614,840 4,245,000,881 71.64 71.10 0.54

4,000 0 - 0 -

12,004,527,000 12,324,944,715 102.7% 12,682,628,316 97.2%

財 政 調 整 交 付 金 2,432,653,000 2,937,759,000 120.8% 3,133,908,000 93.7%

高 額 医 療 費 共 同 事 業 負 担 金 264,208,000 264,208,770 100.0% 259,176,615 101.9%

特定健康診査・特定保健指導負担金 48,527,000 40,567,000 83.6% 39,777,000 102.0%

出 産 育 児 一 時 金 補 助 金 1,000 0 - 0 -

災 害 臨 時 特 例 補 助 金 893,000 893,000 100.0% 2,631,000 33.9%

2,228,738,000 2,274,857,683 102.1% 3,029,057,969 75.1%

12,044,939,000 12,044,939,653 100.0% 11,217,087,599 107.4%

2,934,440,000 2,749,895,981 93.7% 2,813,367,615 97.7%

財 政 調 整 交 付 金 2,621,705,000 2,445,130,000 93.3% 2,514,414,000 97.2%

高 額 医 療 費 共 同 事 業 負 担 金 264,208,000 264,198,981 100.0% 259,176,615 101.9%

特定健康診査・特定保健指導負担金 48,527,000 40,567,000 83.6% 39,777,000 102.0%

5,500,138,000 5,504,494,632 100.1% 5,373,297,358 102.4%

385,000 183,463 47.7% 165,559 110.8%

－ 7 －

財　　産　　収　　入 国民健康保険給付基金の預金利子

県　　支　　出　　金

市町村間の国保財政力の不均衡を調整するための交付金。一般被保険者の保険給付費，後期高齢者支援金及
び介護納付金等の9％

高額医療費共同事業拠出金に対する県からの負担金。拠出額の1/4

特定健康診査・特定保健指導事業費に対する県からの負担金。健診費用の1/3
　【対予算比　減の主な理由】特定健康診査の受診者数が見込みを下回ったことによる減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（見込み：28,800人　⇒　実績：26,863人）　　※前年度実績：23,678人

共 同 事 業 交 付 金
高額な医療費に備えて，県内市町で実施している再保険制度からの交付金
　・高額医療費共同事業交付金　　　　：　レセプト１件80万円を超える医療費を対象
　・保険財政共同安定化事業交付金　：　レセプト１件30万円を超える医療費を対象

特定健康診査・特定保健指導事業費に対する国からの負担金。健診費用の1/3
　【対予算比　減の主な理由】特定健康診査の受診者数が見込みを下回ったことによる減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（見込み：28,800人　⇒　実績：26,863人）　　※前年度実績：23,678人

平成21年10月から出産育児一時金を4万円引き上げたこと（38万円→42万円）に伴う補助金（平成23年度出産分
で廃止）。平成23年度出産分は引き上げ分の1/4が国から補助金として交付（平成24年4月出産請求分をもって補
助終了）

東日本大震災の被災に伴う，保険税の減免及び一部負担金等の免除措置に対する国からの補助金。平成23年
度創設。
　【対前年比　減の主な理由】一部負担金の免除見込額の減

療 養 給 付 費 等 交 付 金
退職被保険者の保険給付費等から，退職被保険者の税収額を控除した額が社会保険診療報酬支払基金から交
付
　【対前年比　減の主な理由】退職被保険者数の減に伴う保険給付費等の減

前 期 高 齢 者 交 付 金
前期高齢者（65歳～74歳）の各保険者間の偏在による負担の不均衡を調整するため，社会保険診療報酬支払基
金から交付

9,247,135,701 98.2% 一般被保険者の保険給付費，後期高齢者支援金及び介護納付金等の３２％

市町村間の国保財政力の不均衡を調整するための交付金。一般被保険者の保険給付費，後期高齢者支援金及
び介護納付金等の9％
　【対予算比　増の主な理由】震災被災の保険者に対する財政支援（特別調整交付金）が行われたことに伴う増
　　（＋705,532,000円）

高額医療費共同事業拠出金に対する国からの負担金。拠出額の1/4

102.5%

一　部　負　担　金 徴収猶予した一部負担金を収入

国　庫　支　出　金

療 養 給 付 費 等 負 担 金 9,258,245,000 9,081,516,945 98.1%

区　　　　分 摘　　　　　　　　要

国 民 健 康 保 険 税 12,770,621,000 12,574,112,869 98.5% 12,265,457,337



【歳　　入　（つづき）】

予 算 現 額（円） 決算見込額（円）
対予算現額
割　　　合

前年度決算額（円）
対前年度

決算額割合

4,379,662,000 3,696,793,038 84.4% 3,319,514,240 111.4%

基 盤 安 定 繰 入 金 2,008,736,000 2,008,735,038 100.0% 1,617,461,240 124.2%

基 金 繰 入 金 1,000 0 - 0 -

2,000 1,789 89.5% 3,594,686 0.0%

145,447,000 161,726,282 111.2% 287,237,079 56.3%

52,008,903,000 51,331,950,105 98.7% 50,991,407,758 100.7%

決算見込額 前年度決算額

歳入額…① 51,331,950,105 円 50,991,407,758 円

歳出額…② 51,117,352,695 円 50,991,405,969 円

差引額…③ 214,597,410 円 1,789 円

（＝①－②）

給付基金へ決算積立…④ 214,000,000 円 0 円

次年度へ繰越…⑤ 597,410 円 1,789 円

【参考】給付基金現在高 405,994,612 円

（決算積立後）

－ 8 －

国民健康保険給付基金からの繰入（取崩）

繰　　　 越 　　　金
前年度からの繰越金
　【対前年比　減の主な理由】前年度からの繰越金の減

諸　　　 収 　　　入
延滞金，徴収金収入等
　【対予算比　増の主な理由】各種収納対策の強化に伴う延滞金の増
　【対前年比　減の主な理由】審査支払手数料に係る国保連合会からの返還金による減

計

一般被保険者に係る保険税軽減に対する補填（県3/4，市1/4）＋保険者支援分（国1/2，県1/4，市1/4）
　【対前年比　増の主な理由】保険税軽減措置の拡充などに伴う，軽減対象者の増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成25年度：49,639人　⇒　平成26年度：58,417人）

一 般 会 計 繰 入 金 2,370,925,000 1,688,058,000 71.2% 1,702,053,000 99.2%

法定の繰入及び法定外の繰入
　【対予算比　減の主な理由】震災被災の保険者に対する財政支援（705,532,000円）に伴い，国の財政調整
　　交付金の交付額が見込みを上回ったことによる，法定外の繰入の減

区　　　　分 摘　　　　　　　　要

繰　　　 入 　　　金

合　　　　　　　計 1,688,058,000 1,702,053,000 △ 13,995,000

法定外の繰入

　医療費の現物給付実施による国庫補助減額分　等 507,100,000 393,776,000 113,324,000

　平成22年度からの新たな基準による繰入
　（特定健康診査・特定保健指導，失業者の保険税
    軽減，無所得者支援分　等）

0 358,245,000 △ 358,245,000

繰　　　　　　　入　　　　　　　内　　　　　　　容 決算見込額　（円） 前年度決算額　（円） 対前年比（円）

法定の繰入 　職員給与費，その他一般事務費　等 1,180,958,000 950,032,000 230,926,000
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報告第２号 

   平成２７年度国民健康保険税の賦課状況について 
 

１ 税率と課税限度額 

 
医療保険分 後期高齢者支援金分 

介 護 保 険 分 

（40歳以上 65歳未満） 

26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 

所 得 割 6.36 ％ 2.55 ％ 2.07 ％ 

均 等 割 25,900 円 9,800 円 10,500 円 

平 等 割 19,000 円 7,200 円 6,400 円 

課税限度額 510,000 円 140,000 円 160,000 円 120,000 円 140,000 円 

○平成 27年度から課税限度額を改定，税率は 26年度に改定した後変更なし。 

 

２ 当初賦課の状況（全体分） 

 ２６年度 ２７年度 増 減 

世  帯  数  ８０，０９１ 世帯 ７９，４５１ 世帯 △６４０ 世帯 

被 保 険 者 数  １３５，９４８  人 １３２，９０７  人 △３，０４１  人 

応 能※ 

48.9％ 
所得割 ① ７，４６２，５３７ 千円 ７，１９１，５１４ 千円 △２７１，０２３ 千円 

応 益※ 

51.1％ 

均等割 ② ５，３２２，４３１ 千円 ５，１９０，０８５ 千円 △１３２，３４６ 千円 

平等割 ③ ２，３３０，３９７ 千円 ２，３０３，９９７ 千円 △２６，４００ 千円 

賦 課 額 計  Ａ 
(①＋②＋③) 

１５，１１５，３６５ 千円 １４，６８５，５９６ 千円 △４２９，７６９ 千円 

軽 減 額  Ｂ １，６５４，３６８ 千円 １，７３１，４４４ 千円 ７７，０７６ 千円 

課 税 額（Ａ－Ｂ） １３，４６０，９９７ 千円 １２，９５４，１５２ 千円 △５０６，８４５ 千円 

１世帯当り課税額 １６８，０７１  円 １６３，０４６  円 △５，０２５  円 

１人当り課税額 ９９，０１６  円 ９７，４６８  円 △１，５４８  円 

※応能・応益割合は,医療保険分の割合 

○世帯数は僅かに減少，被保険者数は減少の傾向にある。 

○所得割・均等割・平等割のいずれも減少となり，１世帯当たり・１人当たり課税額も減少した。 

 

３ 軽減額の内訳 

 
２６年度 ２７年度 

世   帯 金   額 世   帯 金   額 

７割軽減 18,268 世帯 1,040,986 千円 
18,954 世帯 

（ ＋686 世帯） 

1,074,810 千円 

（ ＋33,824 千円） 

５割軽減 8,653 世帯 439,494 千円 
9,597 世帯 

（ ＋944 世帯） 

480,281 千円 

（ ＋40,787 千円） 

２割軽減 8,443 世帯 173,888 千円 
8,631 世帯 

（ ＋188 世帯） 

176,353 千円 

（ ＋2,465 千円） 

合   計 35,364 世帯 1,654,368 千円 
37,182 世帯 

（ ＋1,818 世帯） 

1,731,444 千円 

（ ＋77,076 千円） 

○５割軽減世帯が約１割増加し，全体でもやや増加。 

報告第２号 
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平成２７年度国民健康保険運営協議会の開催予定  

今年度の会議開催予定は下表のとおりです。 

回 数 日 程 議 事 予 定 会 場 

第１回 
７月３０日

（木） 

・市長からの諮問 

【報告事項】 

・平成２６年度決算状況見込みについて 

・平成２７年度国民健康保険税の賦課状況につ

いて 

【その他】 

・今後のスケジュールについて 

市役所本庁舎 

１４階 

１４Ａ会議室 

第２回 
８月２７日

（木） 

【報告事項】 

・国民健康保険の現状・課題と今後の取組内容

について 

市・中央市民活動

センター３階 

３０４視聴覚室 

第３回 
１０月１日

（木） 

【協議事項】 

・国民健康保険特別会計の収支見通しについて 

・国民健康保険税の税率等の見直しについて 

市役所本庁舎 

１４階 

１４Ａ会議室 

第４回 
１０月２９日

（木） 

【協議事項】 

・答申書(案)について 

市役所本庁舎 

１４階 

１４Ａ会議室 

－ １１月下旬 ・答申書の提出 調整中 

第５回 
２月１８日

（木） 

【報告事項】 

・国保アクションプラン２７の取組状況と国保

アクションプラン２８の主な取組（案）につ

いて 

・平成２８年度 国民健康保険特別会計当初予算

（案）の概要について 

調整中 

※１ 開催時間はすべて午後４時３０分～午後６時頃までを予定 

※２ 市中央市民活動センター（第２回開催会場） 

住所：宇都宮市中央１-１-１３ 

電話：０２８-６３２-６３３１ 

 

 

 

その他 


